
労働条件・労働福祉実態調査の
効率化

労働局 労働福祉課 企画・勤労福祉グループ



労働条件・労働福祉実態調査の概要
• 県内企業における労働時間などの労働条件等を把握し、労働関連施策の基礎資料と
することを目的として、毎年度１回実施。

• 調査結果は記者発表してWebページで公表している（例年：2月下旬）。

調査対象

調査方法

県内に本社（本店）のある1,500企業
※常用労働者10人以上の民営企業

依頼：郵送

回答：郵送またはオンライン※

（あいち電子申請・届出システム）
※オンライン回答は2022年度から開始

有効回答率

55％程度で推移（830社程度）
※オンライン回答率：24％（2023年度）

調査項目

項目 設問数 記入欄数

労働時間、週休制、年次有給休暇 ５ 15

ワーク・ライフ・バランス 10 １１６

時宜を得たテーマ（育児休業） ５ ２９

160程度の記入欄数

（2023年度調査）
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• 業務全体のうち、回答集計作業に多くの時間を要していることが判明。

• デジタルツールを活用して、約99時間（2023年度）要していた作業時間を約88時間
削減することを目標に改善取組を実施。

県

企
業

総務省DB※か
ら調査先抽出

調査依頼

回答作成

回答集計作業
集計結果発表

※メールアドレス情報なし

オンライン回答率が低い

多くの手作業が発生、工数増
（人為ミス防止のためのダブルチェック含む）

①紙回答集計の効率化

②オンライン回答の見直し
（効率化、回答率の向上）

or

目指す方向性現状の課題
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業務フローにおける現状分析

（約99時間）



改善取組① 紙回答集計の効率化（AI-OCRの活用）
• 紙回答集計の効率化のため、AI-OCRを活用した集計作業の自動化を実施。

• 手作業での入力作業がなくなることにより、大幅な効率化を達成。さらに、スキャンした結
果を画面上で確認可能なため、入力結果確認（ダブルチェック）の負担も軽減。

改
善
後

改
善
前

集計ファイルに手入力
入力結果確認
(ダブルチェック)

受付処理

受付処理
（簡易）

調査票を
スキャン

AI-OCRが
自動集計

AI-OCRの
誤認識修正

入力結果確認
(ダブルチェック)

50～100件まとめて処理

作業時間 約82時間

作業時間 約12時間※ 約70時間削減

※AI-OCRの読取設定作業含む
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（参考）AI-OCRの読取結果 確認画面

スキャンデータにカーソルを合わせると、該当する読取結果が分かる
⇒画面上で入力結果確認作業が完結するため、負担軽減に

スキャンデータ 読取結果
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改善取組② オンライン回答の効率化
• オンライン回答の集計作業効率化のため、従来のエクセル様式提出形式から、オンライン
上でのアンケート形式に変更。

• オンライン回答はシステム※上で自動集計されるため、職員の集計作業は発生しない
（事前のシステム様式作成作業は必要）。

改
善
後

改
善
前

システムから
回答を

ダウンロード

集計ファイル
へコピー＆
ペースト

回答の印刷・
受付処理

システムから
集計結果の
ダウンロード

※システムでの
様式作成作業含む

入力結果確認
(ダブルチェック)

作業時間 約17時間

作業時間
約２時間※

約15時間
削減

入力結果確認
(ダブルチェック)
は不要

※あいち電子申請・届出システム

企業が回答
（エクセル）を
システムで
アップロード

企業が
システム上で
回答

＜回答入力画面＞
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職員の作業フロー



• オンライン回答形式の見直しにより、企業側の利便性も向上。また、オンライン回答のメ
リットや操作手順を記載した案内文を作成・同封し、オンライン回答を促進。

• 調査依頼文ではオンライン回答を標準とする記載に変更。

改
善
後

改
善
前

システムから
様式ダウン
ロード

質問に回答
（エクセルの
編集）

システムへ
アクセス

様式の
アップロード

システムへ
アクセス

システムへ
アクセス

質問に回答
（オンライン上
で完結）

企業側の作業フロー

システムから
様式ダウン
ロード

質問に回答
（エクセルの
編集）

システムへ
アクセス

様式の
アップロード

システムへ
アクセス

＜オンライン回答の案内文＞

回答者の負担を軽減し、
双方にメリットのあるオンライン回答を後押し
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改善取組③ オンライン回答率の向上



• AI-OCRの活用及びオンライン回答の見直しにより、オンライン回答率が33％アップ、回
答集計作業時間を約85時間削減。

• 作業時間が削減できたことにより、調査結果を例年より半月程度前倒して公表。

2023年度

99時間
2024年度

14時間

2023年度

24％
2024年度

57％

85時間削減

33％アップ

半月程度早く公表

結果公表時期

2024年

2/27
2025年

2/6
※例年2月下旬に公表
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オンライン回答率

回答集計作業時間

改善の効果

約 約

約



• AI-OCRの効果検証・改善をしたうえで、マニュアルを作成し、次年度以降も取組を継続
していく。

• 更なるオンライン回答率向上のため、引き続き調査対象企業に協力を呼び掛けていく。

• 今年度から配属されたデジタル・DX担当を通じて取組内容・効果を他所属に周知し、
同様の業務への横展開を図る。

様式修正

マニュアル作成

各局業務へ展開

オンライン呼び掛け

所属内での取組 企業への働きかけ 他所属へ展開

各局デジタル担当等
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県庁の多くの業務に適用可能
デジタルツールを活用し、職員の負担軽減を

今後の展望・横展開



工事情報連携システムの開発と活用

システム連携による業務効率化をめざして

農林基盤局 農地部 農林総務課 

農林技術管理室 技術管理企画グループ



工事情報連携システムとは

農業水産局・農林基盤局で発注する工事及び業務においては

監督員や契約担当

農林水産関係工事台帳

・非効率
・誤入力の可能性
・情報にタイムラグ

２０２４年度からのシステム状況

XML

出力

②電子入札システム

③入札情報サービス

あいち電子調達共同システム

①補助版標準

積算システム

⑥成績評定
利用案内

・利用申込

※AKJSシステムを

経由し、工事情

報共有システム

の工事情報登録

を行なう。

《工事情報連携システム》

①～④の独立したシステムと工事

情報連携システムがファイル連携

しており、正確で最新のデータ連

携が可能です。

CSV

取込

CSV

出力

契約書等

各種調書

④工事情報共有システム

入札情報

契約情報

⑤台帳

検査結果通知

評定一覧等

XML

取込

（新システム）



開発のきっかけ

２０２２年度から本格運用を開始した工事報共有

システムにおいて、「使用開始前の登録」を発注者

が行う必要があったが・・・

1 受注者名を間違えて登録し、受注者が

ログインできないなど混乱

2 システム使用の契約後の案件修正は再契約

台帳を有効活用できるシステムを検討しよう



開発の構想

業務のムダを排除し効率化を実現するために、利用者から「本当に必要とされるシステム」

を第一に考えてみました。

2 各システムで入力したデータを連携し、自動
入力によりヒューマンエラーを防ぐ

3 書類様式は定型化して埋込印刷を可能に

1 契約情報を一元管理し、リアルタイムで活用



活用状況

システム間のデータ連携により各システムへの迅速かつ正確な登録が可能に

積算システム

積算情報
（XML連携）

新システム

入札情報
（CSV連携）

電子調達システム

新システム

落札情報
（CSV連携）

契約情報
（XML連携）

工事情報共有システム

工事情報

工事情報



取組み効果

3 クラウド化

県庁

新システム

尾張 東三河

豊田加茂

西三河

知多

海部 新城設楽

新システム

1 新システムにデータ集約

検索や集計がカンタンに！

2 書類の様式を統一し埋込印刷

様式改定も一発！ 破損事故リスク低減！



効果（質の向上）について

２０２２年度（手入力） 76件（全体で460件中）

主なミス内容
業者名間違い・契約金額間違い・
メールアドレス間違い など

２０２４年度 0件 （全体で520件中）

工事情報共有システムの登録データミス件数

請負業者
よし

システム
提供者
よし

発注者
よし

三方よし



効果（事務の効率化）について

使用者からの評価

台帳入力の効率化による短縮時間

電子調達共同システムの連携による短縮時間

積算システム・工事情報共有システム連携による短縮時間

書類の自動入力による短縮時間

システム導入による削減時間 全体で工事520件、業務570件を実施するため 1,419時間／年

平均値として、工事１件あたり 88 分、業務１件あたり 69 分の短縮

平均 19 分／案件

平均 24 分／案件

平均 19 分／案件

平均 26 分／案件

システム導入による経費削減 1,419✕3,000円＝4,257,000円／年



工事情報連携システムの研修

工事情報連携システムの開始に伴い、基本的な操作知識を取得するため、マニュアル配布
のほか、研修を実施しました。

1 システム第1回研修
（所属の担当連絡員を対象）

2 システム第2回研修
（部門内職員を対象）

3 研修動画公開
（第2回研修以降、いつでも視聴が可能）



工事情報連携システムの開発と活用

ご清聴ありがとうございました。

農林基盤局 農地部 農林総務課 農林技術管理室

今後も更なる事務の効率化と利便性の向上を進めます！



AIを活用した音声・動画データからの文字起こし

愛知県警察本部生活安全部

情報技術戦略課



１ 現状把握

業務で取り扱う音声

○ 事件の被害者等が録音したデータ

○ ドライブレコーダーの動画データ

○ 会議等の音声データ

○ 増加傾向

文字起こし

等々

○ 何度も聴き返しながらゼロから手入力

○ 長時間の作業（１時間の音声に８時間以上）



２ AIを活用した音声データ等からの文字起こしの検討

民間品導入の問題点

○ インターネットに接続しない環境での動作

○ 学習済みAI

○ 信用できる精度

警察業務でAIを活用する際の条件

○ 一定以上の処理速度（再生時間の1/10程度）

○ 処理速度が遅い（再生時間と同程度）

○ 高額（１ライセンス10万円）

○ 求めている精度に満たない

○ 汎用性が低い



３ システム開発

○ AI活用に必要な高性能パソコンの導入（開発環境の整備）

○ ローカル環境（オンプレミス）で動作

システム開発概要

○ 人の耳で聴きとりにくい音声まで対応

○ 再生時間の1/10程度の処理速度

○ 多言語に対応（100か国語）

○ 通常スペックのパソコンでも動作可能（処理速度は遅い）

○ データ受け渡し用フォルダを構築



４ システム運用

高性能パソコン

○ 令和５年11月から運用開始

○ 令和６年12月31日までに

864件（ファイル数 15万1,301点、総再生時間 132日７時間46分）

の依頼を処理

通常パソコン

○ 令和６年８月から約１万1,500台配備されている個人使用
端末で使用可能な環境を整備

○ 急ぎでない案件は依頼なしで処理可能



５ 実演



５ 実演（結果）



５ 実演（結果）



６ 今後の方向性

○ 高性能パソコンを部内ネットワークで利用可能な環境構築

○ 24時間誰でも利用可能なシステム

ネットワーク化

○ 処理速度の向上



県に提出する
納税証明書は不要に

総務局財務部税務課 徴収グループ



・納税証明書を取りに行く手間、費用

・県税事務所の窓口の混雑、事務負担

・デジタル化、ペーパレス化の推進

課題



申請者

県税事務所 調達課

納税
証明書

交付
申請書

400円

審査
電子
申請

納税
証明書

①

②

③

＋

申請者

税務課 調達課

審査
電子
申請

①
納税照会

納税回答

②

Before After

③

取組概要
県の入札参加資格審査申請（物品等）の手続き

（滞納していると入札に参加できない！）

※ ハードルは、調達課との連携と納税確認の事務負担の増



RPAの活用
（ﾛﾎﾞﾃｨｯｸ・ﾌﾟﾛｾｽ・ｵｰﾄﾒｰｼｮﾝ）

83時間
（1分/1件）

職員

従来 RPA

税務ｼｽﾃﾑで
1件ずつ確認

紙

申請者
一覧表

確認結果
一覧表紙

申請者
一覧ﾃﾞｰﾀ

RPA
業務工程

自動化ﾛﾎﾞｯﾄ

税務ｼｽﾃﾑで
自動確認

確認結果
一覧ﾃﾞｰﾀ

30秒 操作時間作業時間



取組の効果

取組 効果

申請者の県税事務所来所が不要 「移動時間・費用＋待ち時間＋発行時間３分」の削減

申請者の納税証明手数料が不要 「200万円/2年」の削減（400円/件×5,000件）

納税証明書、申請書のﾍﾟｰﾊﾟﾚｽ化 「5,000枚/2年」の削減

職員の証明書発行事務の軽減 「228時間/2年」の軽減（5,000件×▲3分＋1,300件×1分）



今後の取組

区分 納税証明書が必要な申請手続き 所管課 概算件数

今回 入札参加資格審査申請（物品等） 調達課 5,000件（R6定時）

実施済 入札参加資格審査申請（建設工事、設計・測量・ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ業務） 建設総務課 2,400件（R6定時）

実施済 中小企業男性育児休業取得促進奨励金支給申請 労働福祉課 1,300件（9～12月）

※ 建設業許可申請書・事業年度終了届 都市総務課 26,000件

※ 公益法人認定法に基づく公益認定申請等 法務文書課 260件

その他の申請約40手続き 手続所管26課 650件

１ 引き続き庁内連携によって、納税証明書の添付省略を進めていきます。

※ 納税証明書の省略には、法令等の改正が必要な手続き

２ 利便性を向上するため、今後も税務手続きのデジタル化を推進していきます。



御清聴いただき
ありがとうございました

総務局財務部税務課 徴収グループ




